
３　特別会計

      国民健康保険事業費（歳入）　総務局
　　　　国民健康保険料の推移（現年度分）

（単位：千円）

調定額 収入率 収入額 調定額 収入率 収入額 調定額 収入率 収入額 調定額 収入率 収入額 調定額 収入率 収入額 調定額 収入率 収入額

10,268,217 92.1 9,459,708 8,585,085 93.1 7,990,374 8,273,107 93.9 7,772,373 8,362,680 92.4 7,726,278 8,502,108 92.7 7,881,453 139,428 0.3 155,175

令和3年度当初予算 対前年度増減令和2年度当初予算

国保料

令和元年度決算額

項目

平成29年度決算額 平成30年度決算額

1
4
0



国民健康保険事業費   

総務局 

【款：総務費 項：総務管理費 目：一般管理費】 

《被保険者数の推移》                                            (単位:人) 

被 保 険 者 数 29 決算 30 決算 元決算 2 当初 2 決見 3 当初 

一般被保険者 104,695 99,457 95,600 90,222 93,688 92,422 

退職被保険者等 1,056 342 58 0 0 0 

合     計 105,751 99,799 95,658 90,222 93,688 92,422 

《世帯数の推移》                          (単位:世帯) 

世 帯 数 29 決算 30 決算 元決算 2 当初 2 決見 3 当初 

一般被保険者 68,336 66,053 64,359 61,684 63,845 63,460 

退職被保険者等 921 304 56 0 0 0 

合     計 69,257 66,357 64,415 61,684 63,845 63,460 

(１) 給付関係事務経費 

高額療養費等の給付並びにレセプト点検等の医療費適正化に関する事務経費

33,897 

(33,132)

(２) 資格賦課関係事務経費 

国民健康保険料決定通知書や被保険者証の送付等、被保険者の資格管理及び保

険料の賦課に関する事務経費 

52,072 

(48,837)

(３) 保険料収納関係事務経費 

口座振替やコンビニ収納、保険料収納業務委託等の保険料収納に関する事務経

費

135,266 

(130,968)

(４) 電算入力委託事業費 

事務の適正化及び合理化を図るため、例日収入分納付済通知書等のパンチ入力

等を委託する。 

8,552 

(9,137)

(５) 国民健康保険システム関係事業費 

国民健康保険システムに係る機器賃借料及び同システムの改修業務・運用保守

業務委託料に関する費用を支出する。 

126,998 

(150,242)

【款：総務費 項：総務管理費 目：連合会負担金】 

(６) 兵庫県国民健康保険団体連合会負担金 

診療報酬の審査支払業務や国民健康保険事業に関する調査研究等、保険者の共

同目的を達成するために必要な業務を行う国民健康保険団体連合会に対して負

担金を支出する。

15,276 

(11,272)
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【款：総務費 項：総務管理費 目：収納率向上特別対策費】 

(７) 収納率向上特別対策事業費 

収納率の向上及び被保険者間の負担の公平を図るため、保険料未納者に対し

て、短期被保険者証・資格証明書の交付や滞納処分等を行う。

《収納率の推移（現年度）》 

 29 決算 30 決算 元決算 2 当初 2 決見 3 当初 

収 納 率 92.13% 93.07% 93.95% 92.39% 93.90% 92.70% 

4,094 

  (4,153)

【款：総務費 項：徴収費 目：滞納処分費】 

(８) 滞納処分経費 

収納率の向上及び被保険者間の負担の公平を図るため、保険料未納者に対して

督促状及び催告書の送付を行う。 

9,162 

(8,784)

【款：保険給付費 項：療養諸費 目：一般被保険者療養給付費】 

(９) 一般被保険者療養給付費 

一般被保険者の疾病、負傷に関して療養の給付を行う。 

27,916,533 

(28,816,765)

【款：保険給付費 項：療養諸費 目：退職被保険者等療養給付費】 

(10) 退職被保険者等療養給付費 

退職被保険者等の疾病、負傷に関して療養の給付を行う。 

1,000 

(1,000)

【款：保険給付費 項：療養諸費 目：一般被保険者療養費】 

(11) 一般被保険者療養費 

一般被保険者が被保険者証を持たずに医療機関を受診して医療費の全額を支払

った場合などにおいて、保険者が負担すべき額を給付する。 

533,665 

(476,449)

【款：保険給付費 項：療養諸費 目：退職被保険者等療養費】 

(12) 退職被保険者等療養費 

退職被保険者等が被保険者証を持たずに医療機関を受診して医療費の全額を支

払った場合などにおいて、保険者が負担すべき額を給付する。

100 

(100)

【款：保険給付費 項：療養諸費 目：審査支払手数料等】 

(13) 審査支払手数料等 

診療報酬の審査支払に関する事務を国民健康保険団体連合会に委託することに

より、審査の適正と支払の迅速化を図る。 

83,208 

(86,702)

【款：保険給付費 項：高額療養費 目：一般被保険者高額療養費】 

(14) 一般被保険者高額療養費 

一般被保険者の負担を緩和するため、一部負担金の支払額が一定の限度額を超

えた場合に、その超えた額を給付する。

4,208,511 

(4,217,192)

【款：保険給付費 項：高額療養費 目：退職被保険者等高額療養費】 

(15) 退職被保険者等高額療養費 

退職被保険者等の負担を緩和するため、一部負担金の支払額が一定の限度額を

超えた場合に、その超えた額を給付する。 

500 

(500)
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【款：保険給付費 項：高額療養費 目：一般被保険者高額介護合算療養費】 

(16) 一般被保険者高額介護合算療養費 

一般被保険者の負担を緩和するため、医療保険と介護保険の自己負担額を合算

した額が一定の限度額を超えた場合に、その超えた額を介護保険と按分のうえ

給付する。 

10,771 

(9,320)

【款：保険給付費 項：高額療養費 目：退職被保険者等高額介護合算療養費】 

(17) 退職被保険者等高額介護合算療養費 

退職被保険者等の負担を緩和するため、医療保険と介護保険の自己負担額を合

算した額が一定の限度額を超えた場合に、その超えた額を介護保険と按分のう

え給付する。 

100 

(100)

【款：保険給付費 項：移送費 目：一般被保険者移送費】 

(18) 一般被保険者移送費 

一般被保険者が、疾病、負傷等により移動が困難になり、医師の指示により移

送された場合の経費を支出する。 

104 

(107)

【款：保険給付費 項：移送費 目：退職被保険者等移送費】 

(19) 退職被保険者等移送費 

退職被保険者等が、疾病、負傷等により移動が困難になり、医師の指示により

移送された場合の経費を支出する。 

10 

(10)

【款：保険給付費 項：給付諸費 目：出産育児一時金】 

(20) 出産育児一時金 

被保険者が出産したとき、出産育児一時金として 42 万円（産科医療補償制度

の対象とならない場合は 40 万 4 千円）を給付する。 

146,159 

(157,080)

【款：保険給付費 項：給付諸費 目：葬祭費】 

(21) 葬祭費 

被保険者が死亡したとき、葬祭を行う者に対し、葬祭費として 5万円を給付す

る。 

25,550 

(17,310)

【款：保険給付費 項：給付諸費 目：結核・精神医療付加金】 

(22) 結核・精神医療付加金 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第 37 条の 2、障害

者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第 58 条の公費承認

医療費について、費用額の 5％又は自己負担額のいずれか少ない額を給付す

る。 

32,438 

(31,660)

【款：保険給付費 項：給付諸費 目：傷病手当金】

(23) 傷病手当金 

給与等の支払いを受けている被保険者が、新型コロナウイルス感染症に感染す

る等により勤務ができず、給与等の支払いを受けることができなかった場合、

国の基準に基づき傷病手当金を支給する。 

3,275 

(0)
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【款：国民健康保険事業費納付金 項：医療給付費分納付金 目：一般被保険者医療給付費分納付

金】 

 (24) 一般被保険者医療給付費分納付金 

県内の市町が一般被保険者の疾病等に関して行った療養の給付等に係る費用を

賄うため、県が定めた金額を県の国民健康保険事業特別会計に支出する。 

8,998,907 

(9,378,339)

【款：国民健康保険事業費納付金 項：医療給付費分納付金 目：退職被保険者等医療給付費分納付

金】 

 (25) 退職被保険者等医療給付費分納付金 

県内の市町が退職被保険者等の疾病等に関して行った療養の給付等に係る費用

を賄うため、県が定めた金額を県の国民健康保険事業特別会計に支出する。 

2,280 

(6,670)

【款：国民健康保険事業費納付金 項：後期高齢者支援金等分納付金 目：一般被保険者後期高齢者

支援金等分納付金】 

 (26) 一般被保険者後期高齢者支援金等分納付金 

県内の市町における後期高齢者医療制度に係る経費を賄うための支援金のう

ち、一般被保険者に係るものについて、県が定めた金額を県の国民健康保険事

業特別会計に支出する。 

2,749,604 

(2,742,398)

【款：国民健康保険事業費納付金 項：後期高齢者支援金等分納付金 目：退職被保険者等後期高齢

者支援金等分納付金】 

 (27) 退職被保険者等後期高齢者支援金等分納付金 

県内の市町における後期高齢者医療制度に係る経費を賄うための支援金のう

ち、退職被保険者等に係るものについて、県が定めた金額を県の国民健康保険

事業特別会計に支出する。 

1,171 

(2,751)

【款：国民健康保険事業費納付金 項：介護納付金分納付金 目：介護納付金分納付金】 

 (28) 介護納付金分納付金 

県内の市町における介護保険第 2号被保険者のうち、国民健康保険加入者分の

納付金を賄うため、県が定めた金額を県の国民健康保険事業特別会計に支出す

る。 

1,002,646 

(993,639)

【款：保健事業費 項：保健事業費 目：保健事業費】 

 (29) あんま・マッサージ・はり・きゅう施術費 

被保険者のあんま・マッサージ・はり・きゅうの施術費の一部助成を行う。

 利用回数 1人年間 12回 

 単  価 1回当たり  大人 1,000 円、小人 500 円         

《助成件数》                       (単位:件) 

 29 決算 30 決算 元決算 2 当初 2 決見 3 当初 

大  人 15,920 13,686 14,019 14,876 12,586 12,894 

小  人 24 32 54 128 19 33 

12,911 

(14,940)

 (30) 医療費通知経費 

被保険者に対して医療費の金額等を通知することにより、被保険者の健康意識

を高め、事業の健全な運営に資する。

 医療費通知の実施回数  年 6 回

32,491 

(31,890)
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【款：基金積立金 項：基金積立金 目：国民健康保険事業基金積立金】 

 (31) 国民健康保険事業基金積立金 

尼崎市国民健康保険事業基金条例に基づき、本市国民健康保険事業における財政

の健全な運営を図るための財源として、前年度決算剰余金等を同基金に積み立て

る。 

7,411 

(599)

《基金残高の推移》               （単位：千円） 

元末残高 2 末残高 3 積立 3 取崩 3 末残高 

3,610,733 2,948,480 7,411 627,144 2,328,747

【款：諸支出金 項：諸費 目：分担金及び負担金】 

 (32) 尼崎市鍼灸マッサージ師会等補助金 

あんま・マッサージ・はり・きゅうに係る施術費助成事業の円滑な運営を図る

ため、尼崎市鍼灸マッサージ師会等に補助金を支出する。 

576 

(576)

【款：諸支出金 項：諸費 目：一般被保険者償還金及び還付加算金】

 (33) 一般被保険者保険料過誤納金還付金 

一般被保険者が納付した保険料が過誤納となった場合に当該保険料の還付を行

う。 

50,000 

 (50,000)

 (34) 保険給付費等交付金償還金 

県から交付される保険給付費等交付金のうち、普通交付金について、実績報告

額が概算交付額を下回る場合に余剰分を返還する。 

89,800 

(89,800)

【款：諸支出金 項：諸費 目：退職被保険者等償還金及び還付加算金】 

 (35) 退職被保険者等保険料過誤納金還付金 

退職被保険者等が納付した保険料が過誤納となった場合に当該保険料の還付を

行う。 

1,000 

(2,000)

【款：予備費 項：予備費 目：予備費】 

 (36) 予備費 

予備費 

1,000 

(1,000)
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国民健康保険事業費   

健康福祉局 

【款：保健事業費 項：特定健康診査等事業費 目：特定健康診査等事業費】 

(１) ヘルスアップ尼崎戦略事業費 

①  ヘルスアップ健診事業

「高齢者の医療の確保に関する法律」に基づく特定健診・特定保健指導を

実施するとともに、生活習慣病が重症化する恐れのあるハイリスク者に対

しても、独自の健診・保健指導を行い、短期的な医療費適正化を目指す。

また、中長期的な医療費適正化を目指し、11、14 歳及び 16～39 歳に対す

る生活習慣病予防健診、保健指導を行う。さらに、あらゆる機会を通じ

て、健診受診率向上や、より若年からの正しい生活習慣の定着等を目指

す。 

575,563 

 (584,489)

≪健診・保健指導実績≫

 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 

健診受診者総数 (人) 46,412 44,206 38,466 33,937 31,968

（
再
掲
）

特定健診

受診者数
(人) 30,851 27,866 26,003 21,403 20,232

特定健診

受診率
(％) 40.1 38.5 38.6 32.9 31.4

保健指導実施者数 (人) 24,394 20,036 19,375 15,342 13,137

（
再
掲
）

特定保健指導

完了者数
(人) 1,649 1,602 1,332 886 844

特定保健指導

完了率
(％) 47.7 50.2 44.0 40.4 40.3

② ヘルストレンド事業

独自の分析システムにより医療費適正化効果の評価及び事業の再構築に生

かすための分析を実施する。また、国保の診療情報に加え、薬剤情報の分

析を併せて実施し、医療費適正化効果の高い後発医薬品に転換可能な薬剤

を服薬中の人に、後発医薬品促進通知を送付する事業を行う。

③ ヘルスアプローチ事業

生活習慣改善が継続しやすいよう、他の医療保険者等との協働で、市民の

健康実態や健診意義を周知し、健診受診率向上を目指すとともに、より良

い生活習慣を継続できる環境づくりを行う。

④ 未来いまカラダ戦略事業 

すべてのライフステージを対象に、「尼崎市生活習慣病予防ガイドライ

ン」を活用した生活習慣病予防対策を推進し、悪性新生物や認知症の予防

など、さらなる健康寿命の延伸、結果としての医療費適正化を目指す。 
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(２) まちの健康経営推進事業費 

健康寿命の延伸につながる健康行動を促すことを目的に、将来負担を軽減する

ための予防行動を起こした市民にインセンティブを付与する「未来いまカラダ

ポイント事業」を実施する。同時に付与されたポイントを地域ぐるみで使うこ

とで、市民の協働による健康行動を促す。 

7,872 

(7,080)

【款：保健事業費 項：保健事業費 目：保健事業費】 

(３) 重複・頻回受診者訪問指導事業費 

被保険者のうち、重複・頻回受診者への訪問指導により適正受診を促すこと

で、被保険者の健康意識を高め、事業の健全な運営に資する。

216 

(216)
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